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令和 ６ 年 ３ 月２２日 

〇条例 

 小田原市議会委員会条例の一部を改正する条例 

 小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例の特例に関する条例 



 

小田原市議会委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第 ９ 号 

小田原市議会委員会条例の一部を改正する条例 

小田原市議会委員会条例（昭和３９年小田原市条例第６６号）の一部を次のように改

正する。 

第４条第２項中「８人」を「７人」に改める。 

別表議会広報広聴常任委員会の項中「８」を「７」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 

 

小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例の特例に関する条例 

 ［制定理由］ 

   元環境部職員の不祥事に関連し、市長の給料を減額するため制定する。 

 ［内  容］ 

   令和６年４月分の市長の給料月額を次のように減額することとする。（第２条関

係） 

減額後の給料月額 本 来 の 給 料 月 額 減 額 率 

６９万１，６００円 ９８万８，０００円 ３０パーセント 

 ［適  用］ 

   令和６年４月分の市長の給料月額について適用 
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小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例の特例に関する条例をここに公布する。 

 

  令和 ６ 年 ３ 月２２日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第１０号 

   小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例の特例に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、小田原市常勤の特別職職員の給与に関する条例（昭和３７年小田

原市条例第４号。以下「特別職給与条例」という。）第３条第１項第１号に規定する

市長の給料の月額について特例を定めるものとする。 

 （給料の減額） 

第２条 令和６年４月分の市長の給料の月額は、特別職給与条例第３条第１項第１号の

規定にかかわらず、同号に定める額からその１０分の３に相当する額を減じた額とす

る。 

 （適用除外） 

第３条 前条の規定にかかわらず、令和６年４月分の市長の地域手当の額及び同月中に

市長に支給事由が生じた場合における退職手当の額の算出の基礎となる給料の月額は、

特別職給与条例第３条第１項第１号に定める額とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、令和６年４月３０日限り、その効力を失う。 

 


